
令和５年度集団指導資料

指導・監査について

福祉総務課 指導監査係

・介護老人福祉施設 ・介護老人保健施設 ・介護療養型医療施設

・介護医療院 ・短期入所生活介護 ・短期入所療養介護

・特定施設入居者生活介護 ・認知症対応型共同生活介護

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
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目次

１ 指導と監査について

事業所に対する指導及び監査について、その根拠や主旨を記載して

います。

２ 令和５年度運営指導において指摘の多かった項目等について

令和５年度の運営指導において、指摘の多かった項目です。

項目ごとに「改善が必要な事項」と、改善のための内容を記載して

います。

３ 運営上の留意事項について

経過措置の終了について記載しています。
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１ 指導と監査について
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・ 介護サービスの実施状況指導（主に利用者に対するサービスの質
を確認、ケアマネジメント・プロセスに基づくサービスの適正性の
確認、高齢者虐待及び不適切な身体的拘束の防止等）

・ 最低基準等運営体制指導（基準省令及び基準条例に規定する運営
体制の確認・指導）

・ 報酬請求の指導
・ 制度管理の適正化指導 等
※運営指導において著しい問題を把握した場合、監査に切り替えることもありうる。
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指導（運営指導・集団指導）

監査

著しい基準違反・不正請求・不正の手段による指定・人格尊重
義務違反がある（又はその疑いがある）場合等

改善勧告 改善命令 指定の取消等

【介護保険法第23条など】※定期的に実施

【介護保険法第83条など】 ※必要に応じ実施



２ 令和５年度運営指導において指摘の多かった項目について
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勤務体制の確保等

運営規程

加算

非常災害対策

内容及び手続の説明・同意

入所系事業所に対する主な指摘事項別件数
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主な指摘事項 内容及び手続の説明・同意

重要事項説明書に記載している利用料金に関する内容が、２割、３割負担の
利用者に対応できていない。

重要事項説明書に、苦情処理の体制に関する事項の記載がない。

利用料金に関する内容は、１～３割負担の利用者に対応した内容としてくだ
さい。

重要事項説明書に苦情処理の体制に関する事項について記載してください。
苦情処理の体制に関する事項の他に、「運営規程の概要」、「職員の勤務体

制」、「事故発生時の対応」、「第三者評価の実施状況」等も併せて記載して
ください。

＜改善が必要な事項＞

＜改善が必要な事項＞
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主な指摘事項 非常災害対策

非常災害対策について、風水害、地震等の自然災害を想定した避難訓練を実
施していない。

火災に対応した避難訓練だけでなく、自然災害を想定した避難訓練も実施し
てください。

＜改善が必要な事項＞

非常災害に係る訓練の実施にあたって、地域住民の参加が得られるよう連携
に努めていない。

＜改善が必要な事項＞

できるだけ地域住民の参加が得られるように努めてください。そのためには
日頃から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、協力を得られる体制づ
くりに努めてください。



9

主な指摘事項 加算

看取り看護加算の算定要件について、一部不備がある。 【特定施設】

入居の際に利用者又はその家族に対し、看取りに関する指針の内容を説明し
同意を得てください。

＜改善が必要な事項＞

看護体制加算の算定要件について、一部不備がある。【介護老人福祉施設】

＜改善が必要な事項＞

看護職員とのオンコール体制について、指針やマニュアル等を定め、夜間等
の看護職員の不在時の介護職員による入所者の観察項目の標準化（どのような
ことが観察されれば看護職員に連絡するか）を図ってください。

※算定要件は他にもあります。ここでは
指摘した事項のみ取り上げています。

※算定要件は他にもあります。ここでは
指摘した事項のみ取り上げています。
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主な指摘事項 運営規程

運営規程に定めた内容が、実態と整合していない。

通常の実施地域や、営業日・営業時間、職員の人数等について実態との整合
を図ってください。従業員の「員数」については、基準を満たす範囲において
「○人以上」と記載することも差し支えありません。

＜改善が必要な事項＞
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主な指摘事項 勤務体制の確保等

勤務体制の確保等について、性的言動、優越的な関係を背景にした言動により
就業環境が害されることの防止に向けた方針の明確化等の措置を講じていない。

セクシャルハラスメントやパワーハラスメント等のハラスメント防止のための
方針を明確化し、従業者に周知・啓発してください。また、相談に対応する担当
者や相談受付窓口を定め、従業者へ周知してください。

勤務体制を定めるにあたって、継続性を重視したサービスの提供に配慮してい
ない。【ユニット型】

勤務シフトについて、職員が一人一人の入居者の個性、心身の状況、生活歴な
どを具体的に把握したうえで、その日常生活上の活動を適切に援助するため、な
るべく職員をユニットに固定し、利用者との「馴染みの関係」ができるよう配慮
してください。

＜改善が必要な事項＞

＜改善が必要な事項＞
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自己点検票ダウンロード
長崎市ホームページHOME> 事業者・産
業振興>高齢者・介護保険・障害福祉>
指導監査>指導監査資料様式ダウン
ロード>介護サービス事業者等に対する

運営指導の事前提出資料様式（令和５
年度）

https://www.city.nagasaki.lg.jp/jigyo/380000
/386000/p038622.html

サービス名をクリックすると自己点
検票がダウンロード出来ます。

サービス提供に当たり事業所における
自己点検が重要となります。

適正な介護報酬の算定に活用してください。

https://www.city.nagasaki.lg.jp/jigyo/380000/386000/p038622.html
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実施率
指摘をした事業所
の割合

指摘のうち返還が
ある割合

訪問介護 152 16 11% 10 63% 0 ー
夜間対応型訪問介護 2 0 ー 0 ー 0 ー
訪問入浴介護 3 0 ー 0 ー 0 ー
訪問看護 70 5 7% 4 80% 1 25%
訪問リハビリテーション 12 0 ー 0 ー 0 ー
福祉用具貸与・販売 43 4 9% 2 50% 0 ー
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 10 0 ー 0 ー 0 ー

小計 292 25 9% 16 64% 1 6%
居宅介護支援 166 12 7% 7 58% 0 ー
介護予防支援 20 0 ー 0 ー 0 ー

小計 186 12 6% 7 58% 0 ー
通所介護 89 7 8% 5 71% 0 ー
認知症対応型通所介護 20 2 10% 2 100% 0 ー
通所リハビリテーション 14 0 ー 0 ー 0 ー
地域密着型通所介護 99 12 12% 10 83% 0 ー
小規模多機能型居宅介護 34 0 ー 0 ー 0 ー
看護小規模多機能型居宅介護 7 1 14% 1 100% 1 100%
ミニデイサービス 9 0 ー 0 ー 0 ー

小計 272 22 8% 18 82% 1 6%
介護老人福祉施設 32 9 28% 5 56% 0 ー
介護老人保健施設 16 0 ー 0 ー 0 ー
介護療養型医療施設 3 0 ー 0 ー 0 ー
介護医療院 3 0 ー 0 ー 0 ー
短期入所生活介護 72 15 21% 10 67% 0 ー
短期入所療養介護 20 0 ー 0 ー 0 ー
特定施設入居者生活介護 17 6 35% 6 100% 0 ー
認知症対応型共同生活介護 78 1 1% 1 100% 1 1
地域密着型介護老人福祉施設 18 7 39% 6 86% 0 ー

小計 259 38 15% 28 74% 1 4%
1009 97 10% 69 71% 3 4%

【参考】令和5年度 事業種別実施状況

対象事業所数
(R5.4.1現在）

　　　　　実施事業所数
うち指摘あり

うち報酬返還あり

※実施事業所数は、令和６年１月末までに運営指導を実施した事業所数。

※「うち指摘あり」の事業所数は、実施事業所数のうち結果が確定している事業所数。
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３ 運営上の留意事項について
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令和６年４月１日から義務付けになる事項

⑴業務継続計画の策定等（※1）

⑵感染症の予防及びまん延の防止のための措置

⑶虐待の防止（※2）

⑷認知症介護に係る基礎的な研修

⑸栄養管理（※3）

⑹口腔衛生管理
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※1 令和６年度から業務継続計画を未策定の場合、減算が導入されます（特定福祉用具販
売は除く） 。

ただし、訪問系のサービス、福祉用具貸与、居宅介護支援については、令和７年３月
３１日までの間、減算を適用されません。

※2 令和６年度から高齢者虐待防止措置（委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当
者を定めること）を実施していない場合、減算が導入されます（特定福祉用具販売は除
く） 。

ただし、福祉用具貸与については、３年間の経過措置期間を設けられています。
※3 令和６年度から栄養管理の基準を満たさない場合、減算が適用されます。

⑸⑹の項目は介護老人福祉施設、介護
老人保健施設、介護療養型医療施設、
介護医療院、地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護が対象
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委員会 計画・指針 研修 訓練

業務継続計画 － 計画
年１回以上
新規採用時

年１回以上

感染症の予防及びまん延
の防止のための措置

おおむね
６月に１回以上

指針
年１回以上
新規採用時

年１回以上

虐待の防止 定期的 指針
年１回以上
新規採用時

－

認知症介護に係る基礎的
な研修（無資格者のみ）

－ －
採用後
１年以内

－

非常災害対策 － 計画 － 定期的

運営基準において実施等が必要な各種委員会、計画・指針、研修及び訓練

上記以外に事故発生防止の研修も年１回以上の実施をお願いいたします。

＜短期入所生活介護・短期入所療養介護＞

令
和
６
年
度
か
ら
義
務
付
け
と
な
る
事
項
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委員会 計画・指針 研修 訓練

業務継続計画 － 計画
年２回以上
新規採用時

年２回以上

感染症の予防及びまん延
の防止のための措置

おおむね
６月に１回以上

指針
年２回以上
新規採用時

年２回以上

虐待の防止 定期的 指針
年２回以上
新規採用時

－

認知症介護に係る基礎的
な研修（無資格者のみ）

－ －
採用後
１年以内

－

身体拘束等の適正化 ３月に１回以上 指針
年２回以上
新規採用時

－

非常災害対策 － 計画 －
特定は定期的
GHは月１回

運営基準において実施等が必要な各種委員会、計画・指針、研修及び訓練

上記以外に事故発生防止の研修も年１回以上の実施をお願いいたします。

＜特定施設入居者生活介護・認知症対応型共同生活介護＞

令
和
６
年
度
か
ら
義
務
付
け
に
な
る
事
項
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委員会 計画・指針等 研修 訓練

業務継続計画 － 計画
年２回以上
新規採用時

年２回以上

虐待の防止 定期的 指針
年２回以上
新規採用時

－

認知症介護に係る基礎的な研修
（無資格者のみ）

－ －
採用後
１年以内

－

感染症の予防及びまん延の防止
のための措置

－ － － 年２回以上

感染症及び食中毒の予防及び
まん延の防止

おおむね
３月に１回以上

指針
年２回以上
新規採用時

－

身体拘束等の適正化 ３月に１回以上 指針
年２回以上
新規採用時

－

非常災害対策 － 計画 － 定期的

事故発生防止 ○（頻度なし） 指針
年２回以上
新規採用時

－

褥瘡対策 ○（頻度なし） 指針 ○（頻度なし） －

入所に関する検討
※（地域密着型）特養のみ

指針で定めた回数 指針 － －

緊急時等の対応方法
※（地域密着型）特養のみ

－ 対応方針 － －

運営基準において実施等が必要な各種委員会、計画・指針、研修及び訓練

＜介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介護医療院
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護＞

令
和
６
年
度
か
ら
義
務
付
け

に
な
る
事
項



循環式浴槽を使用している施設及び事業所は、厚生労働省が示す「循環
式浴槽におけるレジオネラ症防止対策マニュアル」を再度確認し、その予
防に努めてください。

循環式浴槽を使用していない施設及び事業所においては、入浴サービス
を提供する場合があれば、「レジオネラ症を予防するために必要な措置に
関する技術上の指針」を再度ご確認ください。

また、レジオネラ症発生の原因は入浴設備とは限りませんので、冬場に
加湿器を使用する場合など、レジオネラ症予防に関する知識について従業
者間で共有し、その予防に努めてください。
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＜参考＞
レジオネラ対策に関する厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000124204.html

レジオネラ症の防止対策について

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000124204.html

